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　講演２
ダナンの投資環境の現状について
ダナン経済大学准教授　グエン・フー・グエン
　皆さまこんにちは。
　ベトナムの中小企業に関する調査についてお話ししたいと思います。このトピックは、先ほどバン・
ホア先生がお話しになったこととも関連することになろうかと思います。
　一国の経済を発展させるにはいろいろな道筋があると思いますが、私は企業を育成するという観点
も大事だと思います。そういう意味で企業間の協力・連携についてお話ししたいと思います。小林先
生のことは、少し前までは全然知らなかったのにもかかわらず、今ではこのように協力してやってい
るわけですが、このような協力についての調査ということになります。
　企業も人間もそうですが、協力しまたは競争していくということです。スライド 2 の図を見ていた
だくとおわかりいただけるように、「純粋な協力」と「純粋な競争」との間に「協力」があるのだと思
います。
　企業が協力することによってどのようなメリットがあるかといいますと、まず交易費用（transaction 
costs）を削減できますし、お互いに相手から知見を得るわけですからトライ＆エラーにかかるような
コストを削減することができます。２点目は、協力することによって、例えばほかの国の企業と協力
することによって、投資機会について容易に理解することができます。３点目は競争することによっ
て他の企業からのリソース（資源）を惹き付けることもできます。４点目は相乗効果によって、お互
いに持っている知見や技術革新をいっそう生かしていくことができます。そしてこうした協力の結果、
もちろん企業のパフォーマンスもよいものになるというのが最後の５点目です。
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　企業間で協力するにはいくつかの難しい点があります。１点目としては、いかにお互いがうまくやっ
ていけるかということですが、それぞれが持っているバックグラウンドが異なりますので、そのせめ
ぎ合いといったようなことをどのようにしてマネージしていくかというところです。２つ目は、外国
企業と協力する場合、時間がたつにしたがっていろいろな技術や標準等が変わり、お互いの意図が徐々
にずれていってしまうことによって失敗してしまうケースが見うけられます。１つの例としては、ベ
トナム企業と韓国企業が携帯電話事業においてそういった点からうまくいかなったことがありました。
　３つ目は、文化的背景もあってなかなか相手のことを信頼できないという、信頼の欠如による失敗
が挙げられます。４つ目は、値段だけにフォーカスしたこれまでの関係が提携関係の長期化にともなっ
て変わってくるということです。値段を安くするために提携した関係が長期的にはだんだんとうまく
いかなくなってきますので、お互いの信頼関係が時を越えて持続するか、といったようなことです。
　そういった理由から、ベトナムの文脈で企業間の協力について研究することになったわけです。
　先行研究もいくつかあります。まず、報酬、リスク、コストといった経済的要因からどうすれば協
力がうまくいくのかといった研究があります。２番目には信頼とコミットメントに注目し、企業間の
協力について調べたものもあります。３つ目としては、協力の仕方、組織のようなものでしょうか、
そういう観点からの研究があります。そして４つ目ですが、多くは心理的な側面から説明しようとす
る行動科学のような研究があります。
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　例えばカルチャーの違いでお互いを信頼できないということもありますでしょうし、コミュニティ
が違うといって相手を信頼できないということもあるでしょう。例えば TPP や FTA のような協定に
入っている国とコミュニティの違いからなかなか協力できない国があります。TPP は中国に対抗する
ためにアメリカ、ベトナム、日本がコミュニティをつくろうという少し排他的な国際協定で、そうい
うコミュニティの違いによる協力の難しさもあります。３つ目は１人の個人の意志決定において心理
的なプロセスとの関係から説明しようと、そういう説明の仕方も可能なわけです。
　しかし、私はこれらの先行研究には３点ほど足りないものがあるのではないかと考えております。１
つ目は、企業同士が協力する場合、いったいどの要因が関係しているのかという、基本的な要因につ
いて細かく定義して調べるということがなされていなかったのではないか、２つ目は、企業の中の個人、
構成員の考え方から説明するという先行研究はなかったのではないか、そして３つ目ですが、政府の
政策から見た先行研究はなかったのではないかと思っております。例えばベトナム政府があるセクター
について投資を優遇することになると、ベトナム企業と日本企業が協力しやすくなるわけです。一方、
このセクターには外国企業は要らないという政策をとりますと、そのセクターの企業同士はなかなか
協力できない状況になるわけです。
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　この研究によって５つの示唆を得ようと思います。まず最初は、企業同士が協力する場合に効いて
くる重要な要素は何なのかを特定することです。２番目は企業同士が協力するためのわかりやすいモ
デルを構築すること、３番目は企業同士の協力に関連のある事象を検証してみること、４番目はベト
ナムの中小企業に関するこれまでの研究に基づき、実際の企業間の協力の特徴をあぶり出すこと、そ
して最後に、政府の政策が企業間の協力に影響を与えるかということを探求することといった、以上
５つの目的を持っています。
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　統計学的処理をしていますので、ここは割愛させていただきます。ご関心がおありの方はのちほど
ご質問いただければと思います。
　先ほどお話ししました目的を達成するためにモデルを作り、それを統計学的に検証してみました。
それについて５つのファクターを考えました。１つは企業間協力によって何が得られるかという期待
を１つのチェックポイントとしました。２つ目は企業間協力に対する経営者の態度との関係を見てみ
るということです。３つ目は協力企業間の規模や分野等の類似性との関連性です。４つ目は何を市場
から期待されているのかという、期待されているのだからこうやらねばならないという主観的な義務
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をどう感じているかということです。わが企業は市場の要求に対してどうあらねばならないかという
ことを１つのファクターにいたしました。最後は政府からの指示が影響するのではないかと考えまし
た。このように５つのファクターが企業が協力しようという意図の形成にどうつながり、その意図が
「じゃあ協力しよう」という意志決定にどうつながるかという組立でモデルを作り、統計的に検証いた
しました。
　ここで皆さんにお聞きしたいと思います。どうしてこのシンポジウムに来られようと思ったのでしょ
うか。
（参加者）　仕事の関係でベトナムのパートナーを探しています。それでグエン先生のお話が参考にな
るのではないかと思ってまいりました。
（グエン・グエン准教授）　いまの方のお話のように、何かを期待して意志決定をするわけですから、
例えば企業が協力することによって何を得られるかという期待をチェックしようというのが最初のコ
ンセプトです。次は企業同士の協力を進める人間の内部の考え方や嗜好を見てみようというものです。
いろいろな嗜好があります。ルイ・ヴィトンが好きな人もいるでしょうし、ほかのブランドが好きな
人もいるでしょう。そのように態度の違いを見てみようというのが２番目です。
　例えば１つのコミュニティに属する企業とは協力するという気持ちになるでしょうが、そうではな
いとなかなか難しいのではないでしょうか。このように、近似性が企業間の協力に関係があるのでは
ないか、というのが３つ目のコンセプトです。その近似性が高いと協力が非常に容易になります。パー
ティーで話が合いそうな人と話しをするというのも近似性の身近な例です。次は内部的な理由による
ものも見てみようということです。コミュニティによってその構成員に期待されることがあります。
コミュニティによってこれこれをすべきだというものがあります。その点も企業の協力に関係がある
のではないかと思います。
　先ほども申し上げましたように、このセクターは協力を促進しよう、このセクターはダメだといっ
たような政府の政策も関係があると思います。バン・ホア先生がおっしゃったように、ベトナム政府
はすそ野産業にどんどん外国から企業が来てほしいと、ジョイントベンチャーをつくってほしいと言っ
ています。そのように、政府の政策によって協力ができやすい分野とそうではない分野が現実にあり
ます。
　先ほどの５つのファクターを背景として、協力しようという意図（intention）が出てくると思いま
すが、だからといってただちに「じゃあ、協力しよう」という意志決定をするわけではありません。
例えば５つ星ホテルに泊まりたいと思っても、お金がないから３つ星のホテルに泊まらざるを得ない
から、では３つ星のホテルに行こうという意志決定をするわけです。このようにほかのファクターが、
協力しようという意図が協力するという意志決定に変わるかどうかという部分に影響してくるわけで
す。１つ例を挙げましょう。疲れてどこにも行きたくないときに友だちから電話がかかってきて、「ど
こかに行かないか」と誘われたとき、意図としては行きたくないけれども、「わかって、行こう」とい
うふうに意志決定をすることがあると思います。このように意図と意志決定はほかの要因に影響され
て変わってしまうことがあるわけです。
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　これが回帰分析をやった結果の表です。期待と協力しようという行動とが強い相関関係を持ってい
るという結果を表したのがこの１番のところです。
　こちらは、近似性が協力しようという気持ちにつながるということを表したものです。ただ、これ
は日本企業ではなく、非常に狭いコミュニティのもので、ベトナム企業について行ったものです。例
えばベトナムでは女性の企業経営者が多いのですが、女性の経営者同士協力し合おうと思いやすいと
いうことを検証して、有意性を得たというものです。
　こちらは構成員の協力に対する態度が協力する行動にどう結び付くのかを表したものです。こちら
もポジティブな影響があるということです。
　私はベトナムの北部、中部、南部についての調査を行いましたが、回答が返ってきた 262 について
分析したものです。１つが若い経営者ほど協力しようという傾向が強く、年配の経営者ほど協力した
がらないという傾向がありました。また、中小企業ほど協力しようという態度が強く、大きな企業は
あまり協力したがらないという傾向がありました。この背景としては、ベトナムの大企業は国営企業・
国有企業であった企業が多く、国営企業・国有企業政府からこれをやれあれをやれという指示のもと
で動いてきましたので、自分では意志決定ができなかったからだと思います。中小企業や外国企業ほ
ど協力しようという傾向があり、国有企業は協力しようという傾向があまりありません。国有企業も
市場経済化によって民営企業に変わってきているわけですが、国有企業であった時代に、政府がしっ
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かりと段取りをしてパートナーを見つけてくれていました。したがって、すでにパートナーがいるの
だから、新たなパートナーと組む必要性を感じないという背景があると思います。
　このサンプルの中に 26 の外国企業がありますが、外国企業についての統計結果は有意性が確認でき
ませんが、74 の国有企業、162 の民間企業については統計結果に有意性があると思います。政府の政
策との関係について言いますと、大きな国有企業であったところに政府の政策が大きく影響していま
す。政府が組むように言えば組んでいますので、強く出ていくのだと思います。現在ベトナム政府は
国有企業をジョイント・ストック・カンパニー、多様な資本を入れて非国有化を図るような政策を進
めていますので、そういう意味では政府の影響の及び方は変わってくると思います。
　国営企業はかつては政府から指示と共にお金ももらい、守られていましたので政府の指示に従って
いましたが、民営化が進み、だんだんと小さい企業に分割されていって、現在では民間の SME と遜色
ない規模になってきています。ですから、政府からの影響度合いは、以前は国営企業に対して非常に
強く、そのほかの SME は小さかったのですが、大企業が分割されて小さい SME レベルになってくる
とともに同定度になってきています。
　協力するという関係からどのようなメリットが得られるという期待、これが非常に関係していると
いうことです。経営者の態度というものも非常に大きいといえます。ですから、経営者が変わればま
た協力できるかもしれない、ということです。
　３つ目は、政府自体が協力を促進するということと協力しようという行動との関係が非常に強いと
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いうことです。ベトナムでは各省の地方政府が工業団地をつくり、合弁企業等コラボレーションをし
て投資することを促進していますので、このような例を見ても政府の影響と非常に関係があると言え
るかと思います。
　すでに申し上げましたように、協力するかしないかに政府の政策が最も強くに影響する企業は国有
企業だったわけですが、その国有企業が分割されて小さな企業になったり、民営化されたりしていって、
もはや政府の政策の影響度が国有企業だから、大きな企業だから強いということではなくなり、だん
だんとほかの民間企業と同じような影響度に平準化されてきているということがわかりました。
　こうしなければならないという主観的な感じ方も協力するかどうかに非常に影響していると思います。
　特定のセクターに対して政府が「ぜひ来てください」と指示をする、サポートをすることによって
容易に協力関係ができるということはいまだによく見られることです。
　ありがとうございました。
  質疑応答
（質問者Ａ）　最初の講師の先生のお話をお伺いしていますと、ベトナムの発展は日本の昭和 20 年代、
30 年代に似ていると思います。アセンブリー産業が中心で、人件費が安くて、そのクオリティが
高いのでそれが成り立っていたのだと思います。しかし、今後、このままでいくとアセンブリー
産業というのは人件費の安いところを目指していきますから、ベトナムだけにとどまらず、どん
どん東南アジア等ほかに出て行くと思います。ですから、ベトナムが発展するためにはどういう
分野を次の育成産業にするのか、かつて日本は電機産業や自動車産業等が盛んでしたが、それら
はどんどん海外に出ていってしまいました。次の展開をどうするかを考えていないと、ベトナム
は発展できないのではないかと思います。それが１点です。
　全体的なことはよくわかったのですが、地域的にベトナムのどの分野がよく発展しているのか
がよく見えてきませんでしたので、それをお願いしたいと思います。
（専大・小林）　２番目のお話は地域でですか。
（質問者Ａ）　地域でです。
（バン・ホア副学長）　最初の質問に対するお答えは、ベトナムの賃金は上がっていっているけれども、
当面はそれほど高くはならないので心配はしていません。ただ、長期的にはどうかというと、周
辺国のバリューチェーンのハブとなることによってアセンブリーの、これは私（小林）の付け加
えになりますが、付加価値のあるところをベトナムに残して、そのバリューチェーンでもってやっ
ていけるのではないかと考えております。ベトナム自体も人口が９千万人になろうかというとこ
ろですので、国内市場も大きくなります。ですから、そういう付加価値の取れるところを残しな
がら、アセンブリーの蓄積も生かしながらやっていくというのが現実的なやり方ではないかと思
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います。
　ご存じのようにハノイ、ホーチミン、ダナンという３つの大都市があり、それらは現在でも非
常に発展しています。そして例えば東京であれば埼玉も千葉も神奈川も首都圏であるように、グ
レーター・ホーチミン、グレーター・ハノイのように、グレーター・ダナンになるかどうかはわ
かりませんが、外縁部に都市化が進んでいます。そういうかたちでこの３つの、特にホーチミン、
ハノイだと思いますが、そこを核にして、外縁部に広がった地域がいちばん発展していくのでは
ないかと考えております。
　ハノイ外縁部のバクニン省やタイグエン省などは、大きな外国企業が来て都市化が進んでいる
という例です。高速道路でつながっております。ありがとうございました。
（質問者Ｂ）　私の専門ではない立場で聞いておりまして、かなりベーシックな質問をお持ちの方がい
るのではないかと思いましたので、それらの方を代表して質問させていただければと思います。
　あまりにも簡単な質問かもしれませんが、日本の企業がベトナムに進出するときは絶対に合弁
会社をつくらなければいけないのでしょうか。これはかなりベーシックなところで、そのときに
日本の資本が 49％なのでしょうか、50％なのでしょうか、あるいはもしかしたらそれ以上日本企
業が出してもいいということがあるのかもしれませんが、いかがでしょうか。それが１つ目の質
問です。
　２つ目の質問ですが、もうすでに日本の大企業はベトナムに進出していると思いますので、そ
の大企業がどうするという話をしてもあまり意味がないと思いますので、日本の中小企業や中堅
企業がベトナムに進出するとき、相手の企業はどういう企業を考えたらいいのかということも大
事な質問かと思います。そのときに相手が国有企業ですとおそらく大きすぎて日本の中堅・中小
企業の相手にはならないかもしれませんが、今日お話された SME というベトナム企業がちょうど
その相手として対象になるのでしょうか。私も専門ではありませんのでよくわかりませんが、ベ
トナムにもいわゆるファミリービジネスの形でプライベートな大企業がすでにあるというふうに
聞いています。たぶん華僑の人たちがファミリーになっているのか、昔の南ベトナムの資本家の
人たちの企業なのか、そういう企業グループのようなものとジョイントするのがお勧めになるの
でしょうか。今日来ている方はそのあたりのところが聞きたいところではないかと思います。
　かなり基本的な質問ですから、どちらの先生でもお答えいただけると思います。
（バン・ホア副学長）　最初の質問からですが、日本の企業がベトナムに進出する際、合弁企業でなけ
ればいけないということはありません。100％子会社をつくっても大丈夫です。ただ、これは政府
の政策によって 100％は認めないというセクターもありますので、その政策次第でということにな
ります。資本比率も一般的にいって制限はありません。ただ、それも政策が絡んでまいります。
（グエン・グエン准教授）　セクターによって違います。重工業に出ようとするのであれば、ベトナム
にはプライベートセクターに重工業の企業はありませんので、それは国営企業あるいは元国営企
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業ということになりますから、カウンターパートは見つからないと思います。ただし、サービス
セクター等そのほかのセクターであれば民間の中小企業がありますので、組む相手を見つけるこ
とができると思います。
（専大・小林）　質問者Ｂの方がおっしゃっているのは、「どういう性格の」という意味もあったのでしょ
うか。ファミリービジネスと組むのは難しいという答えを引き出したかったのでしょうか。
（質問者Ｂ）　私のイメージで言っているのですが、大企業としての国営企業やファミリービジネスの
中でもすでに上場している大企業がありますので、日本の中小企業が組む相手としてはそういう
ところがいいのでしょうか、それとも今日の話題でいういわゆる中小企業と組むのがいいのでしょ
うか。つまり中小企業同士なのか、系列になっているいわゆるファミリービジネスのような大き
いところと小さいビジネスで組んだほうがいいのでしょうか。本当に出ていくとなったら、そう
いうところが大事なのではないかという質問でした。
（グエン・グエン准教授）　ファミリービジネスは家族で持っている持株会社の下にいろいろなビジネ
スの子会社がありますので、その１つ１つとは十分に組む可能性があるし、彼らも求めていると
思います。
